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平成29年10月 

大阪税関業務部 

 

関 係 各 位 

 

 

通関関係書類の提出先等について 

 

 これまで、輸出入・港湾関連情報処理システム（以下「システム」という。）により区分

１に選定された申告等に係る通関関係書類並びに区分２及び区分３に選定された申告等で

一定の条件を満たす場合の通関関係書類の提出先については、通関業者等が希望する官署

への提出を認める取扱いを行ってきたところですが、輸出入申告官署の自由化が実施され

る平成29年10月８日以降は下記のとおり取り扱うこととしましたのでお知らせします。 

 また、本取扱いの実施に伴い、平成26年５月付「通関関係書類の提出先等について」は廃

止します。 

 

記 

 

１．対象官署 

  大阪税関管内全官署 

 

２．取扱い範囲 

  大阪税関管内の官署宛にシステムにより行われた、下記（１）及び（２）に定める申告

等を本取扱いの対象とします。ただし、減免戻し税関係書類のうち、交付（返付）の手続

を要するもの及び裏落とし等税関の確認を要するもの並びに区分２又は区分３に選定さ

れ、税関職員の確認（審査印の押印等）が必要な申告に係る通関関係書類の提出先は、申

告官署に限ることとします。 

 （１）輸出申告又は積戻し申告（特定輸出申告、特定委託輸出申告、特定製造貨物輸出申

告を含む。） 

   ① 区分１に選定された申告のうち、「輸出入・港湾関連情報処理システムを使用し

て行う税関関連業務の取扱いについて」（平成22年２月12日付財関第142号）（以

下「システム通達」という。）第４章第１節１-４の規定により通関関係書類の提

出が必要な申告 

   ② 区分２、区分３に選定され、通関関係書類が電磁的記録により提出された申告の

うち、システム通達第４章第15節15-１（６）の規定により通関関係書類の原本を

書面により提出又は提示が必要な申告（許可前に原本性の確認が必要な書類を含
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む申告を除く）。 

 （２）輸入（納税）申告、輸入許可前引取承認申請、蔵入承認申請、移入承認申請、総保

入承認申請、輸入（引取）申告（以下「輸入申告等」という。）及び特例申告 

   ① 区分１に選定された輸入申告等のうち、システム通達第５章第１節１-４の規定

により通関関係書類の提出が必要な申告 

   ② 区分２、区分３に選定され、通関関係書類が電磁的記録により提出された輸入申

告等のうち、システム通達第５章第15節15-１（６）の規定により通関関係書類の

原本を書面により提出又は提示が必要な申告（許可前に原本性の確認が必要な書

類を含む申告を除く）。 

   ③ 特例申告のうち、システム通達第５章第４節４-６の規定により特例申告控等の

提出が必要な申告 

 

３．提出期限 

  許可等の日の翌日から３日以内（行政機関の休日の日数は算入しません。） 

 

４．提出部門 

 （１）申告官署に提出する場合 

   申告等を行った担当通関部門へ提出してください。 

 （２）申告官署以外の官署に提出する場合 

   提出官署の通関総括部門（通関総括部門が置かれていない官署にあっては総括担当

部門）の窓口に提出してください。 

 

以上 

 

 

（通関関係書類の提出に関する留意事項） 

○送達票の記載 

 申告官署以外の官署に提出する場合には、送達票（前記２（１）については別紙様式１、

前記２（２）については別紙様式２）に必要事項を記入してください。 

 

○返却を要する書類が含まれる場合 

 返却が必要な通関関係書類を提出する場合には、その旨を申し出てください。 

 

○申告官署における税関管理資料の窓口配備 

 通関関係書類の提出については、これまでと同様、申告官署の通関部門等に配備している

「輸出入申告一覧表」等により、提出漏れがないよう確認してください。 
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○証明書類交付の取扱い 

 通関関係書類の提出を要しないこととなった申告に係る関税法第１０２条に係る証明に

ついては、証明書類交付申請の際に、当該通関関係書類を提示したうえで税関による証明交

付を受けることになります。その際に税関に提示された書類については、証明書類交付後、

提出者へ返却することになります。 

 

 

 

【問合せ先】大阪税関業務部 

 通関総括第１部門（輸入貨物） 

      電話 ０６－６５７６－３３１３ 

 通関総括第２部門（輸出貨物） 

      電話 ０６－６５７６－３２０８ 

 通関総括第３部門（減免税及び他法令関係） 

      電話 ０６－６５７６－３３１６ 



（様式１）

　　　　　　　受付担当通関部門統括審査官殿

通関業者
通関業者
コード

提出者名 申告等番号 申告等月日
審査
区分

返却書類
の有無

備考

送達票（輸出申告等）

　　　　　　　　　　　　　　　担当通関部門統括審査官

　　　平成　　　年　　　月　　　日



（様式２）

　　　　　　　受付担当通関部門統括審査官殿

通関業者
通関業者
コード

提出者名 申告等番号
申告等
月日

審査
区分

返却書類
の有無

備考

送達票（輸入申告等）

　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　担当通関部門統括審査官

（注）ファイル容量超過等のためすべての通関関係書類を書面により提出する場合であって、原産地証明
書又は会計検査院に提出する通関関係書類（２部）がある場合は、備考欄にその旨記載願います。



平成29年10月６日 

大阪税関業務部 

 

 

関 係 各 位 

 
 
 

検査指定票の取扱いについて 

 

 

 平素より税関業務に対し、ご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

 

本年 10 月８日から稼働される次期ＮＡＣＣＳにおいては、税関が予備申告の段階で検査

指定を行った場合、予備申告の時点で申告者（通関業者等）に検査指定票（運搬・倉主等

用）が配信され、倉主へは本申告の時点で検査指定票（倉主等用）が配信されます。 

 

このため、予備申告から本申告までの間に貨物情報（貨物管理番号、記号等）に変更が

あった場合には、配信済みの申告者（通関業者等）の検査指定票（運搬・倉主等用）と貨

物情報の内容が異なるため、検査貨物の搬出の際には検査指定票の変更が生じた箇所を訂

正しておく必要がありますので、事前に変更箇所を手書きで訂正のうえ検査指定を行った

税関官署（輸出入申告官署の自由化を利用することにより、申告官署と蔵置官署とが異な

る場合には、これらの官署のどちらでも訂正が可能です。）に訂正印の押印を申し出ていた

だきますよう宜しくお願いいたします。 

 

【問合せ先】 

大阪税関 

監視部 

 ・貨物検査総括部門 

  電話：０６－６６１４－３２１６ 

業務部 

・通関総括第１部門 

電話：０６－６５７６－３３１３ 


